
〈第31回大会シンポジウム「中等社会科（地理歴史科・公民科）授業で『討論』をどう成立させるか」〉

トランスサイエンス的学習を通じた合意形成能力育成の授業実践

ー教科間連携を通じて育成する対話カ一

はじめに

2011年に発生した東日本大震災は日本のあら

ゆる場所で自然災害リスクが存在することを明

らかにした。また，地震災害のような自然災害

リスクだけでなく，東京電力福島第一原発で発

生した原子力事故に代表される社会的リスクも

私たちの目の前に現れることになった。一方，

裳災は東北地方における産業構造の弱点を明ら

かにし，復興に関わって対応が求められている。

当然公民科教育はそれらの課題を扱う事が求

められる。では，公民科教育は，いかにこれら

課題に向き合っていくことが出来るのだろうか。

本論文では地学とのコラボレーション授業

の意義を合意形成に着目した授業実践から明ら

かにすることを目的とする。本実践では，津波

対策というテーマを取り上げた。東日本大震災

において発生した津波の話題を通じて切実な間

題意識をもち，実際に被災地で議論されている

問題であるからである。現在，被災地では震災

復興に関して，防潮堤建設などの復興に関する

話し合いが行われている。その話し合いは，住

民相互の価値観や地域社会の課題などが絡まり，

住民の間における合意形成が難しいものになっ

ており，震災復興のあり方が注目されていると

ころである。実はこのような震災復興や津波対

策の議論には地霙や津波の科学的な知識を抜

きにして議論できない。社会的な問題を話し合

う際にも，科学的なものの見方や考え方を用い

て，価値判断や意思決定を行う事が求められる。

高等学校においては地震や津波について教科

内容として扱う理科（地学）があり，この教科

と公民科とのコラボレーション授業を行い，復
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加納隆徳＊

興や津波対策に関わる合意形成をする際により

深い話し合いを行うことを計画した。ロールプ

レイを通して生徒の対話を促し，防災に関わる

公共事業について合意形成を目指し，最終的に

は合意形成の重要性を感じさせるものである。

1 合意形成をめぐる諸問題

(1) トランスサイエンス学習の必要性

公民科の学びにおいて課題追究的の学習は不

可欠である心一方で，最近の社会問題は公民

科の学習内容のみで課題追究型学習を実施する

ことは難しい。科目「現代社会」で取り上げら

れることの多い地球温暖化問題を例にとっても，

経済発展を巡る先進国と発展途上国との間には

歴史的な対立や，地球温暖化にともなう人体や

環境への影響，大気中における温室効果ガスの

科学的な効果などの知識が必要となってきてお

り，公民科の学習内容だけで課題追究すること

は難しい。保健体育科や理科など，公民科以外

の知識を用いて議論しなければ，その後の話し

合い活動は単なる意見表明や言い合いに終わっ

てしまう危険性がある。議論を実り多いものに

するためにも，データに基づいて議論すること

が求められる。東京学芸大学附属高等学校は文

部科学省指定スーパーサイエンスハイスクール

に採択された際，科学的な見方やデータを用い

て話し合うことが出来ることを目指し，生徒の

獲得すべきキー・コンピテンシーを以下の2点

にまとめた2¥
• あらゆる問題を科学的に捉え， 自ら積極的

に解決できる知識，価値観，表現力，伝達

能力，行動力および評価力。



・科学的知見に基づく政治・経済活動の評価・

判断力を備えている。科学・技術の理解と

科学的・合理的判断に基づく行動ができる。

本来，キー・コンピテンシー 3) とは OECD

（経済協力開発機構）が定めたものを指すことが

多いが，本校では独自に生徒の獲得すべき能力を

定め，実践研究に取り組んでいる。ここでは生

徒の獲得すべき能力を「科学的知見に基づく政

治・経済活動の評価・判断力を備えている」と

定め，科学的なデータや考え方に基づいた話し

合いができることを目指している。そこで注目

されているが， トランスサイエンスとよばれる

取り組みである。アメリカの物理学者A・ワイン

バーグが1972年に提唱した概念であり， トラン

スサイエンスとは「科学に問うことはできるが，

科学によってのみでは答えることのできない問

題」と言われている問題群である。例えば，科

学では原子力発電のリスク評価や課題などを検

討することは出来るが，社会の側がその技術を

用いることを許すのか否かが議論されていると

いった問題を指す叫社会で発生している多くの

問題が，データや科学的な考え方抜きにして議

論することは出来ない。そのため公民科で行っ

ている学習についても幅広い知識をもって議論

を行うために，他教科との教科間連携を多く実

践してする必要があると考えた。本校では今回

の授業実践以外にも，以下のような他教科との

コラボレーション授業を行っている。

表 1 本校公民科における他教科との教科間連携

授業実践一覧表

連携した教科名（科目名） 内容

情報科 5) 著作権法の読み方・考え方

情報科 新しい著作権法を考えよう

理科（物理）と国語科 未来の電力供給を考えよう

理科（化学） 地球温暖化とダイオキシン

理科（生物）
デザイナーベイビーと生命

倫理

表 1において示したものは教科・科目を越え

た異教科・異科目教員とのティーム・ティーチ

ング方式で授業を行ったものであり， 日常の授

業においても科学に基づいた能力開発をおこな

うことを意識している。以前より他校において

も教科間連携は行われているが見理科（地学）

との連携したものは少ない。理科（地学）は自

然災害にかかわる問題を学習内容として扱って

おり，公民科で学習する際に災害対策という観

点において自然科学の知識を用いることにより，

話し合い活動の質が深まると考えた。特に，学

習指導要領で盛り込まれた「幸福・公正・正義」

などの概念を用いる際に科学的なデータを用い

て意思決定させることは，公正な話し合いの基

礎になると考えた。以下に合意形成が必要と

なる理由について述べる。

(2)合意形成が必要な理由

合意形成が出来ない社会では，社会生活を維

持していくことが難しい。合意形成が無い社会

は最低限のルールもない社会であり，人々は社

会全体として不利益を被る。これを社会的ジレ

ンマとよんでいる。社会的ジレンマは以下のよ

うに定義できる。社会的なジレンマとは，①皆

が他人に迷惑をかけようが，他人が得するよう

にふるまおうがそれとは関係なく，常に，他

人に迷惑をかけるような行動をした方が，私は

得をする。②しかし，皆が自分の利益を考えて

行動した時の方が，皆がそうしない場合よりも，

一人一人の利益が小さくなってしまう。という

状況である”。ここで定義されている社会的ジレ

ンマは，多くの社会問題において発生している。

公共事業の実施に関わる問題はその一例であろ

う。国の財政状況の深刻化にともない公共事業

に対する社会の風当たりは強くなっている。換

言するならば，公共事業の必要性そのものが問

われるようになってきているといえる。かつて

の公共事業を行うことが無条件に善であった時

代は，公共事業の意味や必要性を議論すること

はあまり意味が無かった。公共事業は地域社会

が経済的に発展する基礎的な条件であった場合，

公共事業を行うか否かはあまり意味をもたない。

しかし，社会構造が変化し公共事業の必要性が

必ずしも自明なものではなくなると，公共事業
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よりも福祉関連や生活福祉分野に予算をまわす

べきという主張が大きなものになってきた。実

際に近年では，公共事業の支出額も大きく減少

している 8)。そのため，ニュースなどで取り上げ

られる際に公共事業はネガティブなイメージを

持たれることが多い。しかし，社会基盤への公

共投資が不要になった訳でなく，社会基盤の維

持・管理については注目されている分野である。

そのため，公共事業の関係者によって市民と

行政の合意形成に関わる問題提起を行うように

なってきた。それは，行政と市民との間に社会

的合意形成が必要になってきたからであろう。

多様な意見をもつ人々のなかで，市民の納得で

きる予算配分や合意形成ができるのかが注目さ

れている。その結果，近年，公民科教育におい

ても合意形成に着目した授業構想も出てくるよ

うになってきた。例えば，一人ひとりの移動や，

まちや地域の交通の在り方を，工夫を重ねなが

らよりよいものに改善していく取り組みを意味

する「モビリティー・マネジメント 9)」の授業

実践もその一例であろう。当該実践は土木系の

大学教員と教育系の教員によって教材開発がす

すめられている。教材開発が進められる背景と

しては，社会を維持するためにはインフラの維

持整備が必要であるという問題意識だけでなく，

インフラ整備に関する財政支出に対して社会的

な合意形成が必要であると考えられるからであ

る。特に公共事業の問題は，施設の必要性はわ

かっていても自分の身の回りに建設されては困

るという態度が見られることが多い。市民が抱

く感覚を否定することは難しいが，話し合う姿

勢が必要になってくるだろう 10)。

その際，科学的な視点をもって議論を行うこと

が必要となる。例えば，公共施設の必要性があ

るときに，なぜその施設が必要で， どのような

規模で，その場所に必要なのかを考えることが

必要になる。しかし，時に住民投票に代表され

るようなものでは地域の利益が優先され，社

会全体の利益と対立することがある。これが先

述の社会的ジレンマをめぐる問題である。この

場合の調整原理こそが「幸福・公正・正義」の

概念であろう。幸福・公正・正義という概念を

用いて議論することは，多様な意見をもつ人び

とからつくられる社会における合意形成を促す

ことにつながる。

最近，注目されている法教育においても合意

形成は重要な意味をもつ。例えば，海外におけ

る法教育の実践事例が挙げられる。法教育の先

進国であるアメリカやオーストラリアなどでは

自国のルールを国民・市民で共有して，法を利

活用していくことを 1つの目標にしている。そ

の際に，ルールに問題があれば改正するという

姿勢も重要であり，アメリカの高等学校で用い

られている法教育の教科書 11)では，「Advocacy」

とよばれる項目がある。これは政策提言に関す

る学習である。また，オーストラリアの社会科

教科書 12)においても「法を改良する方法」につ

いて学習させている。オーストラリアでは社会

問題について議論を行い，その結果として生徒

たちが法律や政策を変更する必要性を感じた時

には，政策提言を行うことができる能力育成を

図っている13¥
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これは日本においても必要なことであると考

える。ルールを学ぶだけではなく，社会に課題

があると考えられた時ルールについて改良す

る視点をもつことも必要であろう。この際，社

会の中で話し合いをし，合意形成をしていくこ

とが必要になる。今回の授業実践では合意形成

をする際に「討論」に着目し，授業構成を計画

した。その際に獲得すべき能力を 3つの視点に

まとめた。

① 討論するために必要な知識（議論の前提

としての共通知識が必要となる）

② 他者の意見に耳を傾ける能力（自己が変

容することも必要，相対主義には陥らない）

③ 公共空間において他者と「討論」し，合

意形成を目指すこと

3つの知識・能力を獲得することを目的に，今

回の授業を実施した。以下に東日本大震災後の

公民科教育，防災教育の在り方について論じる。



(3)東日本大震災以降の公民科教育と防災教育

のあり方

東日本大霙災は，防災対策や防災教育を拡充

すべき必要性があることを明らかにした。しか

し，防災対策は個人で対応すべきものがある一

方で，国や地方公共団体が行う公共事業のよう

な防災対策も存在する。反面，財政や資源には

限りがあるため，その対策の必要性や妥当性を

めぐって，市民と行政の間で話し合いがもたれ

る。政策は政府や専門家だけで決定されるので

なく，多様な意見を持つ市民も巻き込んだ討論

が必要となる。時に意見の相違や対立を生むこ

とがあるが最終的に両者の間に合意形成がつ

くられることが望まれる。公民科教育において

も合意形成を目指すためのコミュニケーション

スキルは育成すべき素養の一つと捉えている。

一方，地学教育では東日本大震災以降，防災

教育の重要性・必要性は言うまでもなく高まっ

た。しかし，震災から時間が経ち，生徒たちが

日々災害のリスクを感じながら生活しているよ

うには見えない。また，本校教諭への聞き取り

調査によると，これまでの地学における防災教

育は，知識を伝達することに重きがおかれ，生

徒の行動や姿勢を変容させるまでには至ってい

ないと指摘する。さらに防災に関するコンサル

タントなど専門家の間では，専門的な知見をど

のような形で社会に還元させることができるか，

如何に市民との合意形成をつくっていくかとい

う新たな課題に注目が集まっている 14)。

そこで本授業では，公民科と地学科でコラボ

レーション授業を行い，今後求められる学際的な

問題解決能力（トランスサイエンス的な思考力）

の育成を目指す。具体的には，津波対策に関わ

る問題を生徒たちに認識させるとともに， リス

クコミュニケーション能力の育成を目標とする。

生徒たちが防災に関する知識を得る機会をつく

るだけでなく，防災に対する能動的な姿勢を身

につけさせたい。このような観点をもたせるた

めには， どのような授業を行うことができるだ

ろうか。次に本授業実践のねらいと内容につい

て論じる。

2 実践授業のねらいと内容

民主主義社会は多様な意見の存在を認める一

方で，意見の相違から対立をうむこともある。そ

の対立は，世界規模から地域社会規模まで様々

であるo NIMBY (Not In My Back Yard ; 必要性は

認めるが，身の回りには来て欲しくないと主張

する住民やその態度）の対象となる施設や，税

金や年金などの社会負担は，容易に合意のとれ

ない問題の一例である。社会に生起している問題

のほとんどが意見の対立を抱えているといって

も過言ではない。そのため，政府や専門家だけ

でなく，市民も巻き込んだ討論を経て得られた

合意形成が重要なのである。今回の授業では東

日本大震災によって注目された津波対策につい

て取り上げる。東H本大擬災では津波の被害に

よって多くの尊い命が失われ，津波対策につい

て議論されるようになってきた。津波対策には，

地震の際にすぐに避難する姿勢を養うというソ

フト面の対策もあるが，一方で津波の被害を少

なくするために防潮堤の建設といったハード面

の対策も重要となる。実際に東北では防潮堤建

設が計画されており，防潮堤建設をめぐる行政

と地元住民との間での説明会も行われている。
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今回の授業では津波対策のための防潮堤建設

を提案する行政側と，提案説明会を聞く市民側

の生徒に分け，ロールプレイを行った。行政側

の生徒は市民説明会を開催し，防潮堤建設に関

わる行政と市民との合意形成を目指した。防潮

堤は海岸線近くに建設される予定であり，多額

の費用がかかる。また，建設費用以外にも海沿

いの景観問題や沿岸漁業への影響も想定され，

行政が津波対策のためにどこまでの仕事を行う

べきなのか，他の利益との比較など， さまざま

な論争点が存在する。

また，地震の頻度や津波災害の規模といったも

のは地学教員からの説明を受けた。特に，津波

対策を地学の学習を踏まえ上で， 1000年に 1度

程度発生する東日本大震災クラスの津波を想定

するのでは無く， 100年に 1度発生する可能性が

ある津波（津波の高さを 8メートル程度に想定）

に対応できる対策を想定して，対策を考えた 15)。



その津波に対してどのような対策が存在するの

か，公共事業により行うことのできる対策につ

いて，地学の教員が行政役の生徒に対して説明を

行った。

市民の側は多様な立場を設定し，論争点に関

わって様々な立場から話題提供が行われるよう

に工夫した。以下の表2には行政側グループ及

び市民グループの役割を示した。

表2 話し合い活動の役割・立場

行政担当（行政グループ） 市民A (市民グループ） 市民B (市民グループ）

・年齢設定無し ・年齢38オ 既婚・子ども 2名・祖 ・年齢33歳独身
・行政側として防潮堤の政策提案を 父1名と同居。海から近いところ ・一人暮らし。結婚の予定はなし。非
行い，市民との合意形成を目指す。 に住居を新築。 正規雇用で勤務している。

市民C (市民グループ） 市民D (市民グループ） 市民E(市民グループ）

・年齢53歳 サラリーマン又は主婦 ・年齢75歳 ・年齢16歳高校生
• 海から 3kmではあるが，高台のマ • 静岡で会社に 38年務め，退職。現 • 以前，陸前高田市に住んでおり，
イホームに住んでいる。 在，年金生活中。

これらの立場に分かれて，行政と市民との間

で議論を行った。政府の役割とは，公共事業の

役割とは，税金の使い道のあり方とはといった

現代社会の課題を学ぶことを目的とした。次に

学習指導計画を示す。

3 学習指導計画

教科（科目） 公民科現代社会『現代の市場

と企業の働き』（リスク社会と防

災を考える）

実施日 2013年4月30日（火）

実施クラス 東京学芸大学附属高等学校 2

年（現代社会）

口単元の評価規準

関心・意欲 思考・判断

〇「防災（減災）と政府の 〇津波に関わる「防災（減

役割」に興味関心をも 災）」についてどのよう

ち，積極的に課題追究 な仕組みがあるのかを学

し， 自分たちの意見をま び，津波対策について判

とめようとすることがで 断し，財政問題と絡めて

きる。 意思決定することができ

る。

〇他者の意見を尊重しなが

ら自分の意見とすりあわ

せを行い，合意すること

ができる。

中学生時に東日本大震災を経験。

〈単元計画〉

リスク社会と防災を考える（「公民科」と「理

科（地学）」の連携授業）

口単元の目標

「市場の失敗（政府の役割）」の学習を通じて，

公共財の提供に関わる政府の役割を学ぶ。地学

基礎の学習を振りかえり，防災について関心を

もち，防災対策における政府の役割について考

えを深める。防災における政府の役割について

他者（政府側・市民側）との話し合いを通じて，

政府の役割のあり方を生徒の話し合いを通じて

追究することができる。

資料活用の技能・表現 知識・理解

〇「防災（減災）」につい 〇「防災と政府の役割」の

ての資料を読み解き，他 具体的な内容について理

者にわかりやすく伝える 解することができる。

ことができる。 〇「防災と政府の役割」に

0話し合い活動を通じて， ついてテーマを理解し，

他者に自分の意見を伝 グループ学習を通じて，

え，話し合いを通じて合 より深く内容を理解する

意をとることが出来る。 ことができる。
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口各時間の指導計画

各時間の内容

1 「政府の役割と防災（減災）計画」

主な学習内容 主な学習活動・評価の観点 留意点

〇前時の復習 0前時の学習内容である『現代の市場と企業の働き』

を復習し，政府の役割について再確認する。

〇政府をとりまく状況 01970年代以降，財政赤字の問題もあり政府の役割の

あり方を問う声が大きくなってきた。政府の役割と

して小さな政府・大きな政府という考え方があり，

近年は国の果たすべき役割を問い直す動きが出て

きた。

〇国は市民の命をどこまで守るのか(1) 〇生徒のグループ分けをする。行政として防災計画を推 ※行政の立場のグ

進する行政グループと，市民として行政の説明を受 ループを地学教

け，防災計画について審議する市民グループに分け 員が担当し，市

る。役割分けの後生徒たちはグループごとに与えら 民側のグループ

れた課題の説明を受け，グループワークを行う。 を公民科教員が

0まとめ 0次回の授業にむけて，課題を再確認する。 担当した。

2 みんなで防災計画をまとめよう

主な学習内容 主な学習活動・評価の観点 留意点

0前時の復習内容 〇各役割の立場を再確認し，行政とのコンセンサス会

議に臨む

〇国は市民の命をどこまで守るのか(2) 0行政側グループ (2 名）と市民側グループ (5~6 ※話し合いを通じ

名）がテーブルを囲み着席する。行政側から「静岡 て，相手に伝わ

県の防災（計画）について説明を受け，住民説明会 らなかった部分

を行う。話し合い後，住民説明会単位で合意できた などを共有する。

〇意見交換 内容をクラス全体に対して発表する。

〇発表内容に対して，なぜそのような結論に至ったの

0まとめ かについて理由を聞く。

〇次回の授業の課題を指示する。

3 「合意を形成すること・合意形成の難しさ」

主な学習内容 1 主な学習活動・評価の観点 留意点

0前時の振り返り

〇総論賛成・各論反対のゆくえ

0まとめ

〇今回の合意形成について振り返りをした上で，今回※地学の教員から

の与えられた役割から一旦立場を離れて，今回の計 は防災の観点か

画に対して住民説明会で話し合ったメンバーで合意 ら公共事業の必

形成ができるかを話し合ってみる。 要性を公民の

〇なぜ，合意形成が難しかったのか？与えられた立場 教員からは公共

を離れてする。 事業に向けられ

〇防災計画には賛成が多い（総論賛成）の中で，なぜ る社会の動きを

個別の公共事業に反対する（各論反対）が発生する 説明する。

のだろうか。どのようにしたら，合意形成をとるこ

とができるのか。

〇社会で生起する問題を解決するために「合意」は必

要なのか。

0 「よい政府」の条件とは？政府の役割とは
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4 授業の様子

2013年度に授業実践を行った。単元の 1時間

目において生徒を行政側役・市民側役に役割を

分け，行政側も市民側に対して課題を与えた。

行政側グループの課題は津波対策のためのプレ

ゼンテーション作りであり，市民側の課題は役

割シート（表2) を踏まえて，行政側への質問づ

くりをおこなった。課題を消化するために， 1週

間程度の時間をあけて，各自で課題に取り組ん

だ。行政側のプレゼンテーション作成には，理科

（地学）教員の協力を受け，あたらしい土木技術

を取り入れたプレゼンテーション作りを行った。

2時間目の授業では行政側の生徒による説明が行

われ，市民側と行政側による話し合いがもたれ

た。市民側は役割シートに従って話し合いに参加

した。役割には生徒自身の意見とは違う部分が

あることもあったため，最初は議論にとまどっ

たようであったが，その後は充実した話し合い

をもつことができた。 3時間目の授業では，いっ

たん，行政側・市民側の役割から離れて，市民

としての立場で当該事業について評価を行った。

その際に公民科教員の立場から，再度，小さな

政府・大きな政府の話を行い，政府がどこまで

市民の命をまもるためにどのような対策ができ

るかを考えさせた。生徒には政府の役割を限定

的に捉える者もいたが，多くの生徒は政府に一

定の役割を期待しており，その際に相応の費用

負担も受け入れるという意見が多かった。結果

として，授業を実施したクラスにおいては，お

おむね行政側の説明に対する合意形成ができた。

5 成果

生徒の授業後アンケートには，「市民の多様な

意見をまとめるのに苦労した（行政役）」といっ

たものや，「市民役の生徒にわかってもらうため

のプレゼン作りが大変だった（行政役）」という

ものがあった。以下に行政役の立場で参加した

生徒の意見を掲載する。彼は多様な意見を調整

する原理に苦労をしたと述べている。
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私は行政の立場で授業に参加しました。市民たち

を説得するために，たくさんの資料を準備しました

が，背景の異なる市民から様々な意見があつまり，

その中で合意を形成することは簡単なものではあり

ませんでした。実際の社会であればもっと大変だろ

うと思い，今の社会では「議論力」は大事な武器な

のだと気づきました。同時に地学の災害についても

考える機会となり，将来に活きそうなこのような授

業をうけることができてよかったです。

（男子生徒感想より）

感想にあるようにその他の生徒もグループ

内の議論を通して合意形成の難しさを感じた者

が多くいた。行政側の立場からは資料をわかり

やすく作れば，市民を説得できると考える態度

から，グループ内の議論を積み重ねながら模索

した感想と言える。社会科教育研究者である坂

井俊樹がリスク社会における合意形成について

以下のように述べている。「対立から感情的にな

り，議論の場が破壊されることなく，議論の場

を維持し，議論を継続し続けていくことがリス

ク社会では不可避であり，重要であると考えら

れる。 16)」生徒が話し合いの中で得た感想は，議

論を続けることの難しさと，大切さを感じる事が

できたと言える。話し合いにおいては， 自分た

ちの個々の立場からの幸福を主張するだけでは，

坂井の指摘するように議論の場が破壊されるこ

とも懸念される。話し合う場面において，幸福

を調整する原理としての正義や公正という概念

を用いて話し合いを行うことにより，合意形成

に向けた話し合いの内容を深めることができた。

しかしこれまでは行政や専門家が語る専門的

な知識を市民の側が受け取り，その内容を納得

するという「欠如モデル 17)」が，かつての科学

コミュニケーションでは一般的だと言われてき

た。それは行政と市民との間には専門的な情報

量に関して非対称性があり，市民はあくまで専

門家の提供する情報の受け手でしかないと考え

られていたからである。そのため市民は行政側

の情報の受け手としかみなされず，市民ととも

に合意するという視点はあまりもたれなかった。

しかし，今後は市民と行政や市民と専門家の議

論する場が重要になってくると考えられる。社



会学者の宮台真司も「『任せて文旬を言う』から

『引き受けて考える』 18)」ことの必要性を訴え，

市民への変革を主張している。これまで様々な政

策判断を行政や専門家に任せてきた市民も，自

分たちで判断することが求められる社会になっ

てきたといえる。政策判断を行うためには，適

切な情報を得ることが今まで以上に重要なこと

になる。そのためにも情報を判断できる能力や

話し合いをする能力は重要であると考えられる。

本授業では理科（地学）とコラボレーション

することにより，単なるシミュレーションとし

ての防災計画ではなく，最新の地学の知見を盛

り込んで話し合い活動を構成することができた。

その結果，生徒にとっては地学の知識と公民の

知識を動員して学びを深めることができたと考

えられる。

6 今後の課題

(1)合意形成に参加できない人の問題

合意形成の問題は，授業においては行政役と

市民役との間で意思統一が図れるかどうかが注

目される。市民といっても一様ではない。今回

の事例では市民を 5つの立場に分けて，話しあ

いをさせた。これを通じて，市民の側にも多様

な意見があることを行政役も他の市民も理解す

ることができた。一方，その合意形成の場所に

直接出てくることが難しい人もいる。例えば

住民説明会の場所まで行くことが困難な高齢者

や障害をもつ方，住民説明会が行われることを

知らなかった人々もいるだろう。一般的に住民

説明会に参加している住民というのは地域の

住民活動に積極的な人が多く，逆に地域の活動

に関心をもたない人の存在を忘れている可能性

がある。学校教育で行われている合意形成を目

指す授業では多くの場合，合意形成を行う事は

出来ているとされてきたが［合意形成に参加で

きなかった人たちの存在をどうやって理解し，

共感することが大切になるのではないだろうか。

話し合いに参加した彼らにその視点をもたせる

ために，合意形成に参加できなかった人々に思

いをはせる仕組みを，今後考えていきたい。
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(2)行政側の押しつけになっていないか？

今回の授業実践において行政主導の合意形成

が多く班で見られた。これは事前に多くの資料

を用いてプレゼン作りに臨んだ結果とも言える

が，行政優位の合意形成づくりであった。これ

は知識が圧倒的に多い行政側に対して，市民の

側に対抗するだけの知識の不足が原因だと思わ

れる。結果，この授業を受けた際に，行政側の

意見が通ると思い込む間違いを増長させかねな

いと考えられる。この授業については，同様の

ものを本校保護者対象の授業体験会で行ったが，

その際は行政側の立場よりも市民の側の立場が

有利に作用して，話し合いが進められた。体験

授業後の保護者アンケートでは，社会ではそん

なに簡単に合意形成はできないというものが多

く，また行政側を担当した保護者からは，話し

合いがまとまらずに苦労したという感想が聞か

れた。これは保護者体験会の時には，保護者自

身の事前の学習時間を用意しなかったことが原

因となり，行政側と市民の側が同じ程度の知識

しかもたなかったために話し合いが混乱したも

のと考えられる。行政側の押しつけモデルは，

科学コミュニケーションの議論でも語られるタ

イプの問題であるが，知識注入モデルを作り出

している危険性がある。このような課題をふま

えつつも，本実践を通して，学習主体に対して，

科学的な見方やデータを用いた形で政策に関わ

る合意形成を考えさせることができた。今後は，

知識の押しつけモデルにならないようにしつつ，

合意形成の質の高め方を研究していきたいと考

える。
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織であるが，本校教員の半数以上が参加し

ている）が中心となり，全校をあげて推進

している。 SULE(Scientific Universal Logic 

for Education) とは，あらゆる教科で科学の

方法を生かした授業を展開し，すべての生

徒に科学的判断力に裏打ちされた行動力を

育てる教育であり，本校で提唱しているも

のである。

20)東京学芸大学附属高等学校公式WEBページ

http://www.gakugei-hs.setagaya.tokyo.jp/ 
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東京学芸大学附属高等学校 SULE委員会

WEBページ http://www.gakugei-hs.info/~sule/ 


